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１．四半期業績の概況の作成等に係る事項

　①　会計処理の方法の最近連結会計年度における認識の
　　　 方法との相違の有無 ： 無

　②　連結及び持分法の適用範囲の異動の状況

　　　 連結子会社数 66社  　持分法適用非連結子会社数 0社　　持分法適用関連会社数 4社
　　　 連結（新規） 2社 　（除外） 0社　　 持分法（新規） 0社 　（除外） 0社

２．平成16年３月期第３四半期の業績概況（平成15年４月１日～平成15年12月31日）

(1) 経営成績（連結）の進捗状況 (注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

904,948 － 107,242 － 75,003 － 46,035 －
－ － － － － － － －

1,165,571 122,636 78,739 41,644

円 銭 円 銭

           23,028.06 －
－ －

           20,740.12 －

(2) 財政状態（連結）の変動状況

百万円 百万円 ％ 円 銭

2,421,419 477,840 19.7          239,025.82
－ － － －

2,432,713 440,556 18.1          220,284.84

(3)連結キャッシュ・フローの状況

百万円 百万円 百万円 百万円

72,057 △ 67,255 △ 11,655 83,255
－ － － －

130,222 △ 63,392 △ 71,543 89,310

３．平成16年３月期の連結業績予想（平成15年４月１日～平成16年３月31日）

百万円 百万円 百万円 円 銭

1,212,900 85,400 44,200           22,018.41

（参考）平成16年３月期の個別業績予想（平成15年４月１日～平成16年３月31日）

百万円 百万円 百万円 円 銭

843,700 66,400 36,000           17,950.50

　 本資料における上記の予想を含む見通しの記述は、発表日現在に入手可能な情報に基づき作成したものであり、
実際の業績・結果は予想数値あるいは見通しと異なる場合があります。
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 売  上  高 経 常 利 益 当期純利益

通　　　　　　　期

16年3月期第3四半期
15年3月期第3四半期

（参考）15年3月期

16年3月期第3四半期
15年3月期第3四半期

（参考）15年3月期

総　資　産

売　上　高 営 業 利 益 経 常 利 益

１株当たり当期純利益

当期純利益

株 主 資 本 株主資本比率 １株当たり株主資本

16年3月期第3四半期
15年3月期第3四半期

（参考）15年3月期

16年3月期第3四半期

当期純利益

通　　　　　　　期

15年3月期第3四半期
（参考）15年3月期

 売  上  高 経 常 利 益

潜 在 株 式 調 整 後
１ 株 当 た り 当 期 純 利 益

現 金 及 び 現 金 同 等 物
期 末 残 高

営 業 活 動 に よ る
キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

投 資 活 動 に よ る
キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

財 務 活 動 に よ る
キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

１ 株 当 た り
当 期 純 利 益

１ 株 当 た り
当 期 純 利 益
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（１）経営成績及び財政状態 
 

１．経営成績 

(1) 当期の概況 

平成 15 年度第３四半期の連結経営成績は、次のとおりです。 

売上高      ９，０４９億円 

営業利益     １，０７２億円 

経常利益       ７５０億円 

当期純利益      ４６０億円 

なお、今年度第１四半期より、株式会社ジェイアール西日本交通サービス、博新車両工

業株式会社の２社を新たに連結子会社に加えるとともに、株式会社日本旅行の損益計算書

を連結しております。 

    

これをセグメント別に示すと次のとおりとなります。 

    

① 運輸業 

鉄道事業では、山陽新幹線において 700 系車両を投入し、東海道新幹線の品川駅開業

にあわせて、東海道・山陽区間を直通運転する「のぞみ」の増発、停車駅の拡大、「の

ぞみ」特急料金の引き下げ並びに「のぞみ」への自由席の設置などを中心としたダイヤ

改正を 10 月に実施しました。また、新たに「のぞみ」「ひかり」「こだま」いずれにも

ご利用いただける「新幹線回数券」や、事前購入タイプで割安な「のぞみ早特往復きっ

ぷ」を設定するなど、競争力の強化を図りました。 

また、在来線では、アーバンネットワークにおいて 11 月からＩＣカード「ＩＣＯＣ

Ａ（イコカ）」を用いた新しい出改札システムのサービスを開始したほか、12 月にはＪ

Ｒ神戸線・宝塚線を中心に新製車両を投入し、新快速・快速の停車駅拡大、朝夕通勤時

間帯の列車増発など新快速・快速ネットワークのさらなる充実に取り組みました。都市

間輸送においても、特急「しらさぎ」や快速「マリンライナー」への新型車両の投入、

山陰本線鳥取・米子間の高速化などにより、輸送サービスの向上を図りました。 

販売面では、「DISCOVER WEST キャンペーン」を展開し、首都圏での告知・宣伝を強

化するとともに、旅行会社への働きかけによる西日本へ向けた旅行商品の充実を図り、

首都圏から西日本エリアへの観光誘客に取り組んだほか、引き続き「関門・海峡物語キ

ャンペーン」を展開するなど積極的な販売促進に努めました。 

バス事業では、「東海道昼特急京都号」、「京浜吉備ドリーム号」など高速路線を拡充

するとともに、女性専用の夜行高速「レディースドリーム大阪号」や大阪から京都、神

戸、堺市方面への深夜特急を新たに運行するなど、お客様の多様なニーズにあわせた商

品の充実化を図りました。 

以上の結果、営業収益は 6,329 億円、営業利益は 852 億円となりました。 
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② 流通業 

駅力向上のための「NexStation Plan」の取り組みとして、大阪駅御堂筋口をリニュ

ーアルし、高級スーパーなど８店舗からなる商業ゾーン「EAST COURT mido」をオープ

ンしました。また、高槻駅中央口に物販、飲食 10 店舗の商業ゾーンを新たにオープン

するなど、駅構内スペースの積極的な生み出しにより事業を拡充しました。さらに、既

存の通勤型店舗からミニコンビニ型店舗への転換を推進し、収益力の強化を図りました。 

また、「ジェイアール京都伊勢丹」では、前期から継続していた増床リモデルが完成

し、婦人ファッションを中心に商品やサービスのさらなる充実を図り、開業以来の好調

を維持しております。 

以上の結果、営業収益は 1,711 億円、営業利益は 48 億円となりました。 

   

③ 不動産業 

神戸駅西高架下に、生鮮スーパーなど 13 テナントが入居する複合商業施設「ビエラ

神戸」をオープンするとともに、新大阪駅のショッピングセンター「メディオ新大阪」

や京都駅のショッピングセンター「ザ・キューブ」を増床しました。さらに、堺市駅西

側にクリニックを中心としたミニ駅ビル「ＪＲ堺市駅ＮＫビル」のオープンや京都駅ビ

ルの 10 階フロアを「京都拉麺小路」にリニューアルするなど、駅構内及び周辺の保有

資産を有効活用し、事業のさらなる拡大並びに収益力の強化を図りました。 

また、「ステイツグラン甲子園口松並町」、「パークグラン西岡本」の分譲を開始し、

順調に推移しております。 

以上の結果、営業収益は 523 億円、営業利益は 135 億円となりました。 

   

④ その他事業 

ホテル業では、「ホテルグランヴィア大阪」の１階ロビーフロアをリニューアルオー

プンし、「ホテルグランヴィア京都」や「ホテルグランヴィア広島」の直営店舗の一部

をリニューアルするなど、集客力の向上に努めました。広告業では、新規広告媒体の開

発に積極的に取り組み、販売拡大に努めました。旅行業では、宿泊以外の素材をワンス

トップで提供する旅の総合サイト「旅ぷらざ」の開設や、お客様のニーズにあわせたセ

ールス展開を図るべく、各店舗のコンセプトを明確化するとともに店舗ネットワークの

再編を実施しております。 

以上の結果、その他事業の営業収益は 1,725 億円、営業利益は 33 億円となりました。 
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(2) 通期の見通し 

今後とも、厳しい経営環境が続くと見込まれるなか、当社グループ各社は、保有する経

営資源を最大限活用することにより、安定的な収益及び利益を確保するための各種施策を

進め、企業価値の最大化を図ってまいります。 

    

現時点での平成 16 年３月期の業績見通しは、次のとおりです。 

売上高     １２，１２９億円 

営業利益     １，２５０億円 

経常利益       ８５４億円 

当期純利益      ４４２億円 

 

２．財政状態 

(1) 営業活動によるキャッシュ・フロー 

税金等調整前当期純利益を 788 億円計上したことから、法人税等の支払いなどはあるも

のの、営業活動によるキャッシュ・フローは、720 億円の流入となりました。 

  

(2) 投資活動によるキャッシュ・フロー 

車両新造、安全安定輸送対策などの設備投資を実施したことなどから、投資活動による

キャッシュ・フローは、672 億円の流出となりました。 

  

(3) 財務活動によるキャッシュ・フロー 

配当金の支払いや長期債務の削減などにより、財務活動によるキャッシュ・フローは、

116 億円の流出となりました。 

  

以上の結果、現金及び現金同等物の当第３四半期末残高は、前期末に比べ 68 億円減の 832

億円となりました。 



（単位：百万円）

前連結会計年度末
科　　　　　目

(平成１５年１２月３１日現在) (平成１５年３月３１日現在)
増　　　減

I  ２１６，５７４  ２１４，０７５  ２，４９８

1.  ８４，０４７  ９０，０１６ △ ５，９６９

2.  ３４，５２５  ３５，０２５ △ ５００

3.  １２，３０４  ２０，１５３ △ ７，８４９

4.  ８５，６９７  ６８，８７９  １６，８１７

  

Ⅱ  ２，２０４，８２９  ２，２１８，５９９ △ １３，７６９

A.  ２，０５４，４５３  ２，０７５，９１７ △ ２１，４６４

B.  １５０，３７６  １４２，６８１  ７，６９４

1. 投 資 有 価 証 券  ５５，６２７  ５５，８５８ △ ２３０

2. 繰 延 税 金 資 産  ７１，０３１  ６１，３９４  ９，６３７

3. そ の 他  ２３，７１６  ２５，４２９ △ １，７１２

Ⅲ  １６  ３９ △ ２３

 ２，４２１，４１９  ２，４３２，７１３ △ １１，２９３

前連結会計年度末
科　　　　　目

(平成１５年１２月３１日現在) (平成１５年３月３１日現在)
増　　　減

I  ４８４，１８５  ５１７，９５６ △ ３３，７７０

1.  １０３，１２５  ９１，４１６  １１，７０９

2.  ４８，６７２  ９０，０４０ △ ４１，３６７

3.  １００，６２５  ８８，１８９  １２，４３５

4.  ２３１，７６２  ２４８，３１０ △ １６，５４８

Ⅱ  １，４３６，６７８  １，４５２，８６９ △ １６，１９０

1. １，０９４，８５２  １，１０９，２９９ △ １４，４４６

2. １７５，５６４  １８１，７６３ △ ６，１９９

3. １６６，２６２  １６１，８０７  ４，４５５

１，９２０，８６４  １，９７０，８２６ △ ４９，９６１

  

２２，７１４  ２１，３３０  １，３８４

  

Ⅰ １００，０００  １００，０００  －

Ⅱ ５５，０００  ５５，０００  －

Ⅲ ３１８，４４７  ２８１，６９５  ３６，７５２

Ⅳ  ４，７１９  ４，１８８  ５３０

Ⅴ △ ３２７ △ ３２７  －

４７７，８４０  ４４０，５５６  ３７，２８３

 ２，４２１，４１９  ２，４３２，７１３ △ １１，２９３

(注)　記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

当第３四半期連結会計期間末

固 定 資 産

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

当第３四半期連結会計期間末

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

( 資 産 の 部 )

1年以内に返済する長期借入金等

未 収 金

( 負 債 の 部 )

流 動 負 債

投 資 そ の 他 の 資 産

繰 延 資 産

未 払 金

有 形 固 定 資 産 等

資 産 合 計

前 受 金

固 定 負 債

社 債 ・ 長 期 借 入 金 等

資 本 剰 余 金

資 本 合 計

自 己 株 式

そ の 他

( 資 本 の 部 )

資 本 金

退 職 給 付 引 当 金

及 び 資 本 合 計

利 益 剰 余 金

負 債 、 少 数 株 主 持 分

そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金

（２）連　結　貸　借　対　照　表

( 少 数 株 主 持 分 )

少 数 株 主 持 分

そ の 他

負 債 合 計

５



(単位:百万円)

当第３四半期連結会計期間

Ⅰ  ９０４，９４８   １，１６５，５７１

Ⅱ  ７９７，７０５   １，０４２，９３５
 

営 業 利 益  １０７，２４２   １２２，６３６

 

Ⅲ  ２，７００   ６，３６８

 

Ⅳ  ３４，９４０   ５０，２６４
 

経 常 利 益  ７５，００３   ７８，７３９

 

Ⅴ  ３４，９４２   ４４，５３４

 

Ⅵ  ３１，１０９   ４５，６５２

 

 ７８，８３５   ７７，６２２

 ３１，８３７   ３４，５１９

９６２  １，４５８

 ４６，０３５   ４１，６４４

(注)　記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

（４） 連結キャッシュ･フロー計算書
（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間

Ⅰ　営業活動によるキャッシュ・フロー  ７２，０５７  １３０，２２２

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー △ ６７，２５５ △ ６３，３９２

1. 固 定 資 産 の 取 得 に よ る 支 出 △ １０１，３２９ △ １３７，７１５

2. そ の 他  ３４，０７３  ７４，３２３

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー △ １１，６５５ △ ７１，５４３

1. 長 期 債 務 の 増 減 額 △ ２，７３７ △ ５７，２４５

2. そ の 他 △ ８，９１８ △ １４，２９７

Ⅳ 現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 増 減 △ ６，８５３ △ ４，７１３

Ⅴ 現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 期 首 残 高  ８９，３１０  ９４，０２３

Ⅵ 新 規 連 結 等 に 伴 う 現 金 及 び  
現 金 同 等 物 の 増 減 額  

Ⅶ 現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 期 末 残 高  ８３，２５５  ８９，３１０

(注)　記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

７９８ －

（参考）
前連結会計年度

平成１４年４月　１日から
平成１５年３月３１日まで

（参考）
前連結会計年度

連 結 損 益 計 算 書

平成１５年　４月　１日から科　　　　　目

平成１５年１２月３１日まで

（３）

営 業 外 収 益

営 業 外 費 用

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益

法 人 税 等

特 別 利 益

平成１５年１２月３１日まで 平成１５年３月３１日まで

特 別 損 失

当 期 純 利 益

営 業 収 益

営 業 費

少 数 株 主 利 益

科　　　　　目
平成１５年　４月　１日から 平成１４年４月　１日から

 6



７ 

（５）セグメント情報 

事業の種類別セグメント情報 

当第３四半期連結会計期間（平成１５年４月１日～平成１５年１２月３１日）                             （単位：百万円） 

 運 輸 業 流 通 業 不動産業 その他事業 計 消去又は 

全  社 

連  結 

営 業 収 益 632,935 171,122 52,308 172,540 1,028,907 △123,959 904,948

営 業 費 用 547,644 166,299 38,761 169,154 921,859 △124,154 797,705

営 業 利 益 85,290 4,823 13,547 3,385 107,047 194 107,242

  

（参考）前連結会計年度（平成１４年４月１日～平成１５年３月３１日）                               （単位：百万円） 

 運 輸 業 流 通 業 不動産業 その他事業 計 消去又は 

全  社 

連  結 

営 業 収 益 847,160 227,574 68,270 191,000 1,334,006 △168,434 1,165,571

営 業 費 用 753,895 223,239 52,149 181,516 1,210,801 △167,865 1,042,935

営 業 利 益 93,265 4,335 16,120 9,483 123,205 △569 122,636

  (注) 記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。 



損 益 計 算 書（連 結）

（単位：億円）

（参　考）

項      目 備　　　　考

< 1.43 > < 1.37 >

 営   業   収   益  9,049  8,745  303 当 　社 運輸収入減

 営   業   費   用  7,977  7,627  350 当 　社 人件費減等

子会社 連結子会社の増加

 営   業   利   益  1,072  1,118 △ 46

△ 322 △ 360  38 当 　社 支払利息減

子会社 持分法投資損失減

 経   常   利   益  750  758 △ 8

【14年度中間の特別損益の主な内訳】

 38 △ 8  46

 788  749  38

 法   人   税   等  318  306  11

 少 数 株 主 損 益  9  14 △ 4

< 1.14 > < 1.21 >

 460  428  32

（注）<　 > は連単倍率を示しております。
　　　２．平成14年度第１四半期は参考値として開示しております。

セ グ メ ン ト 別 実 績
（単位：億円）

（参　考）

項      目 備　　　　考

営業収益 　 6,329 　 6,389 △ 60 ・ 鉄道事業　運輸収入減

営業利益 　 852 　 878 △ 25
バス事業　一般路線、貸切収入減　

営業収益 　 1,711 　 1,695 　 16 ・ 百貨店業増、物販飲食業減

営業利益 　 48 　 41 　 6

営業収益 　 523 　 519 　 3 ・ 不動産賃貸収入増

営業利益 　 135 　 124 　 10

営業収益 　 1,725 　 1,255 　 469 ・ 連結子会社の増加、工事業増、広告業増

営業利益 　 33 　 70 △ 36

そ の 他
事 業

増  減

運 輸 業

流 通 業

平成15年度
第３四半期

平成14年度
第３四半期

増  減

平成15年度
第３四半期

平成14年度
第３四半期

不動産業

連結参考資料

[5,865]

本参考資料における平成14年度第３四半期の数値は、当期において遡及して
作成したものであり、増減欄の数値を含めて、参考として開示しております。

子会社    連結子会社の増加
　　　　　　 百貨店業増、工事業増

営 業 外 損 益

税引前当期純利益

当 期 純 利 益

特 別 損 益

百貨店業増

連－１



貸 借 対 照 表（連 結）

平成15年度 (単位:億円)

流     動    資    産 2,165 2,140 　 24 △ 59

△ 78

168

資

固     定    資    産 22,048 22,185 △ 137

産 有 形 固 定 資 産 等 19,917 19,898 　 19 481

△ 426

（う ち 減 価 償 却 費 △ 270）

の

部 建 設 仮 勘 定 627 860 △ 233

投 資 そ の 他 の 資 産 1,503 1,426 　 76 繰延税金資産 96

繰     延    資    産 0 0 △ 0

当  社  21,357億円（△1,121億円）

    合       計 24,214 24,327 △ 112

流     動    負    債 4,841 5,179 △ 337

１年以内長期借入 金等 1,031 914 　 117

未 払 金 等 3,810 4,265 △ 454 △ 413

△ 36

固     定    負    債 14,366 14,528 △ 161

社 債 ･ 長 期 借 入 金 等 10,948 11,092 △ 144

退 職 給 付 引 当 金 1,755 1,817 △ 61

預 り 保 証 金 等 1,662 1,618 　 44

負     債    合    計 19,208 19,708 △ 499

少  数  株  主  持  分 227 213 　 13

資 本 金 1,000 1,000 ─

資 本 剰 余 金 550 550 ─

利 益 剰 余 金 3,184 2,816 　 367

その他有価証券評価差額金 47 41 　 5

自 己 株 式 △ 3  △ 3 　 ─

資     本    合    計 4,778 4,405 　 372

    合       計 24,214 24,327 △ 112

株 主 資 本 比 率 19.7% 18.1%
総資本営業利益率（ＲＯＡ） 4.4% 5.1%

平 成 14 年 度末

備          考増　減

資 産 減

そ の 他

現 預 金

科　       　　　　目
平 成 15 年 度
第 ３ 四 半 期

備          考科　       　　　　目 増　減

平 成 14 年 度末

平 成 15 年 度
第 ３ 四 半 期

長期債務残高

未 払 金

資 産 増 減

ｺﾝｸﾘｰﾄ引当金

資 産 増

繰延税金資産

15年度第３ 14年度末 増  減

当  社 11,186 11,161 24

子会社 793 845 △ 51

合  計 11,979 12,007 △ 27

配 当 金 等 △92

当 期 利 益 460

 
負
 
債
 
・
少
 
数
 
株
 
主
 
持
 
分
 
及
 
び
 
資
 
本
 
の
 
部

期　首 増　加 減　少 期　末

当  社 17,156 1,025 994 17,187

子会社 2,741 145 157 2,729

合  計 19,898 1,171 1,152 19,917

  連－２



キャッシュ・フロー計算書 (連 結)

（ 単位 ： 億円 ）

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益  788  749  38

減 価 償 却 費  846  838  7

退 職 給 付 引 当 金 の 増 減 額 △ 62 △ 64  2

賞 与 引 当 金 の 増 減 額 △ 196 △ 205  9

法 人 税 等 支 払 額 △ 440 △ 501  61

そ の 他 △ 214 △ 150 △ 64 未払金減等

  

計                  (A)  720  666  54

固 定 資 産 の 取 得 に よ る 支 出 △ 1,013 △ 810 △ 203 設備投資

そ の 他  340  252  88 工事負担金等受入額等

計                  (B) △ 672 △ 558 △ 114 当社 △255、子会社　54

 48  107 △ 59 当社 △370、子会社 △51

【長期債務残高】

H15第３ H14末 増減 H14第３ H13末 増減

長 期 債 務 の 増 減 額 △ 27 △ 260  232 11,979 12,007 △ 27 12,319 12,579 △ 260

長 期 債 務 の 増 加 額  563  －  563 社債、長期借入金

長 期 債 務 の 減 少 額 △ 590 △ 260 △ 330

配 当 金 の 支 払 額 △ 98 △ 96 △ 2

そ の 他  9 △ 71  80

計                  (D) △ 116 △ 428  311

△ 68 △ 320  251

　現金及び現金同等物の増加額　　（Ｅ） 7 － 7

△ 60 △ 320  259

 フ リ ー ・ キ ャ ッ シ ュ ･ フ ロ ー  (C=A+B)

 現金及び現金同等物の増減
                                 （F=C+D+E)

 新規連結等に伴う

期首 893 → 第３四半期末 832

長期借入金等返済

小　　　　　計

増　　減
備　　　　　　　　考

（参　　考）

項                  目

【15年度の主な内訳】

平成15年度
第3四半期

平成14年度
第3四半期

営

業

活

動

投

資

活

動

財

務

活

動

 連－３



平 成 １５ 年 度 通 期 業 績 予 想（連 結）

（単位：億円）

項      目 平成15年度 平成14年度 備          考
業 績 予 想 実      績

< 1.44 > < 1.37 >

 営   業   収   益  12,129  11,655  474 当　社 運輸収入減等

子会社 連結子会社の増加

 営   業   費   用  10,879  10,429  449

 営   業   利   益  1,250  1,226  24 当　社 営業費用減

子会社 物販飲食業、不動産業増

   営  業 外 損 益 △ 396 △ 438  42 　　支払利息減

 経   常   利   益  854  787  66

< 1.23 > < 1.24 >

 当  期  純  利 益  442  416  25 当　社　営業収益減、営業費用減

子会社　

（注）1.［   ］は、H15.11.7発表の業績予想値を示しております。

（注）2. <　 > は、連単倍率を示しております。
    （H16.1.28発表の業績予想値から変更はありません）

セ グ メ ン ト 別 通 期 業 績 予 想
（単位：億円）

平成15年度 平成14年度 備          考
業 績 予 想 実      績

営業収益  8,421 　 8,471 △ 50 ・ 鉄道事業　運輸収入等減

営業利益  944 　 932  11
バス事業　高速線収入増

営業収益  2,282 　 2,275  6 ・ 百貨店業増、物販飲食業増

営業利益  51 　 43  7

営業収益  697 　 682  14 ・ 不動産分譲、不動産賃貸収入増

営業利益  173 　 161  11

営業収益  2,533 　 1,910  622 ・ 連結子会社の増加

営業利益  87 　 94 △ 7

その他
事　業

項　　　目
増  減

増  減

運 輸 業

流 通 業

不動産業

[  498]

[  848]

[ 1,237]

　[12,056]

連－４



損  益  計  算  書 (単 体）

（単位：億円）

（参　　考）

増　減 備　　　　考

6,338 6,400 △ 62

運 輸 収 入 5,651 5,702 △ 51

運 輸 附 帯 収 入 171 177 △ 6

関 連 事 業 収 入 139 138 0

そ の 他 収 入 376 381 △ 5

5,404 5,450 △ 45

人 件 費 2,202 2,271 △ 69 社員数減

物 件 費 2,017 1,977 39 業務費増

線 路 使 用 料 等 233 234 △ 1

租 税 公 課 247 255 △ 8

減 価 償 却 費 702 709 △ 7

933 950 △ 16

△ 315 △ 342 26

営 業 外 収 益 12 14 △ 1

営 業 外 費 用 328 356 △ 27 支払利息減

618 608 9

49 0 49

特 別 利 益 340 193 147 工事負担金等受入額、有価証券売却益等

特 別 損 失 291 192 98 工事負担金等圧縮損等

667 608 59

265 256 9

法 人 税 等 291 285 5

法人税等調整額 △ 26 △ 29 3

402 352 50

営 業 外 損 益

営 業 利 益

営 業 収 益

営 業 費 用

当 期 純 利 益

経 常 利 益

特 別 損 益

税引前当期純利益

法 人 税 等

関連事業等収入内訳
15年度 14年度 増 減

いわゆる関連事業収入 310 315 △ 5
運 輸 附 帯 収 入 171 177 △ 6
　構 内 営 業 料 52 54 △ 1
　広    告    料 43 45 △ 2
　高架下等貸付料 64 64 △ 0
　駐 車 場収入等 10 12 △ 2

　関 連 事 業 収 入 139 138 　 0
　不動産賃貸収入 106 104 　 1
  そ    の    他 32 34 △ 1

運 輸 収 入 内 訳
15年度 14年度 増 減

 鉄　      　道 5,648 5,700 △ 52
  定          期 1,131 1,129 　 1
  定    期    外 4,515 4,569 △ 53
  荷          物 0 1 △ 0

 船　      　舶 3 2 　 0
合    　計 5,651 5,702 △ 51

平成15年度
第３四半期

平成14年度
第３四半期

単体参考資料

項　　　　目

単－１



鉄道旅客輸送量・ 鉄道旅客運輸収入の対前年比較

 （単位：百万人㌔、億円）

（参　　　考） （参　　　考）

 
平成15年度 平成14年度 対前年比 平成15年度 平成14年度 対前年比
第３四半期 第３四半期 (%) 第３四半期 第３四半期 (%)

定 期 ４４０ ４１５ １０６.２ ５６ ５３ １０６.７

定期外 １０,０８８ １０,０３２ １００.６ ２,２６９ ２,２７５ ９９.８

合 計 １０,５２９ １０,４４７ １００.８ ２,３２６ ２,３２８ ９９.９

定 期 １７,２６１ １７,１６３ １００.６ １,０７４ １,０７６ ９９.８

定期外 １１,７４４ １１,８５６ ９９.１ ２,２４６ ２,２９４ ９７.９

合 計 ２９,００６ ２９,０２０ １００.０ ３,３２０ ３,３７０ ９８.５

定 期 １３,８３１ １３,７２８ １００.７ ８６２ ８６２ ９９.９

定期外 ７,６７０ ７,７０５ ９９.５ １,４１０ １,４３４ ９８.３

合 計 ２１,５０１ ２１,４３４ １００.３ ２,２７２ ２,２９７ ９８.９

定 期 ３,４３０ ３,４３４ ９９.９ ２１２ ２１３ ９９.６

定期外 ４,０７４ ４,１５１ ９８.２ ８３５ ８５９ ９７.２

合 計 ７,５０５ ７,５８５ ９８.９ １,０４７ １,０７３ ９７.６

定 期 １７,７０２ １７,５７８ １００.７ １,１３１ １,１２９ １００.２

定期外 ２１,８３３ ２１,８８９ ９９.７ ４,５１５ ４,５６９ ９８.８

合 計 ３９,５３６ ３９,４６７ １００.２ ５,６４７ ５,６９９ ９９.１

新幹線

運　　　輸　　　収　　　入

全社計

輸　　送　　人　　キ　　ロ

項　　　　　　目

在来線

在
来
線
内
訳

京阪神

その他

単－１－２



貸  借  対  照  表（単 体）

（単位：億円）

科               目
平成15年度
第３四半期

平成14年度末 増  減 備             考

流     動     資     産 1,215 1,021  194 現 預 金 139     

未 収 運 賃 61      

資

固     定     資     産 20,060 20,147 △ 86

産 17,187 17,156  30 資 産 増 1,025   

資 産 減 △ 994     
（う ち 減 価 償 却 費 △ 702）

の

部 621 851 △ 229

2,251 2,139  112 長期繰延税金資産 93      

長 期 貸 付 金 27      

出 資 株 式 △ 4       

合           計 21,276 21,168  107

科               目
平成15年度
第３四半期

平成14年度末 増  減 備             考

流     動     負     債 4,469 4,541 △ 71

939 816  122

　 3,530 3,725 △ 194 短 期 借 入 金 166     
未 払 費 用 156   

負 未 払 金 △ 513   

固     定     負     債 12,392 12,519 △ 127

債 10,246 10,345 △ 98
長期債務残高     

1,583 1,655 △ 71     15年度第３･･･ 11,186  
・     14年度末　･･･ 11,161  

561 518  43 24      

資

負     債     合     計 16,861 17,061 △ 199

本 1,000 1,000  －
550 550  －

2,836 2,535 301
の 利 益 準 備 金 113 113  －

固 定 資 産 圧 縮 積 立 金 34 28 6
別 途 積 立 金 1,900 1,700  200

部 当 期 未 処 分 利 益 789 693  95

27  22  4
資     本     合     計 4,414 4,107  306

合           計 21,276 21,168  107

株 主 資 本 比 率 20.7％ 19.4％
総資本営業利益率（ＲＯＡ） 4.4％ 4.9％

資 本 金
資 本 剰 余 金
利 益 剰 余 金

その他有価証券評価差額金

鉄 道 事 業 等 固 定 資 産

建 設 仮 勘 定

投 資 そ の 他 の 資 産

線路使用料長期未払金等

１ 年 以 内 長 期 借 入 金 等

未 払 金 等

社 債 ・ 長 期 借 入 金 等

退 職 給 付 引 当 金

 単－２



平 成 15 年 度 通 期 業 績 予 想（単 体）

（単位：億円）

項　　　　　目 増   減 備　　　　　　　考

8,437 8,490 △ 53

運 輸 収 入 7,490 7,523 △ 33 定期外収入減

そ の 他 収 入 947 967 △ 20

7,387 7,457 △ 70 人件費減等

1,050 1,032 17

△ 386 △ 419 33 支払利息減

664 613 50

360 334 25

（注）［　］は、H15.11.7発表の業績予想値を示しております。
　　　（H16.1.28発表の業績予想値から変更はありません）

営 業 収 益

営 業 費 用

当 期 純 利 益

経 常 利 益

営 業 外 損 益

営 業 利 益

平成15年度
業 績 予 想

平成14年度
実 績

[8,374]

[1,040]

[658]

[416]

単－３



西日本旅客鉄道株式会社

１．連 結 決 算 ※増減は対前年比較

(1) 損益計算書

○ 営 業 収 益 9,049億円、303億円増（3.5％）　連単倍率1.43

当社が運輸収入の減等により62億円の減収となったものの、連結子会社数の増により増収。

なお、新規連結子会社以外は、物販飲食業、ホテル業などが減収となったが、百貨店が引き続

き増収となったことなどにより48億円の増収。

○ 営 業 利 益 1,072億円、46億円減（△4.1％）

○ 経 常 利 益 750億円、8億円減（△1.1％）

長期債務縮減による支払利息減も日本旅行の赤字により減益。

○ 当期純利益 460億円、32億円増（7.6％）　　連単倍率1.14

有価証券売却益など特別損益の改善により増益。

(2) セグメント情報

・ 運 輸 業 鉄道事業が減収。営業費用減も営業利益は25億円減少。

・ 流 通 業 百貨店の好調と物販飲食業等の営業費用減などにより営業利益は6億円増加。

・ 不 動 産 業 不動産賃貸収入増と減価償却費など経費の減少により営業利益は10億円増加。

・ その他事業 季節波動や海外旅行売上減で赤字となった日本旅行の新規連結などにより増収減益。

(3) 平成16年3月期（通期）の業績予想

・ 売 上 高 12,129億円、474億円増（ 4.1%）

・ 営 業 利 益  1,250億円、 24億円増（ 1.9%）

・ 経 常 利 益    854億円、 66億円増（ 8.5%）

・ 当期純利益    442億円、 25億円増（ 6.1%）

２．単 体 決 算

(1) 損益計算書

○ 営 業 収 益 6,338億円、62億円減（△1.0％）

○ 営 業 利 益 933億円、16億円減（△1.7％）人件費は減少したが広告宣伝費など物件費増により減益。

○ 経 常 利 益 618億円、9億円増（1.6％）　支払利息減で増益。

○ 当期純利益 402億円、50億円増（14.3％）有価証券売却益など特別損益の改善により増益。

(2) 平成16年3月期（通期）の業績予想

・ 売 上 高 8,437億円、 53億円減（△0.6%）

・ 営 業 利 益 1,050億円、 17億円増（  1.7%）

・ 経 常 利 益   664億円、 50億円増（  8.2%）

・ 当期純利益   360億円、 25億円増（  7.5%）

新幹線は2億円減（△0.1％）、在来線は49億円減（△1.5％）。

平成１５年度第３四半期決算について

運輸収入減により営業利益は減益となったものの、経常利益、当期純利益はともに増益。

増収増益。営業利益、経常利益は減益。
営業利益、経常利益の減益は、季節波動や海外旅行売上の減で赤字となる日本旅行の新規連結
による。（新規連結子会社の営業利益などは、総額で対前年増減に影響するため）

運輸収入は、平成15年10月の新幹線、12月のアーバンネットワークにおけるダイヤ改正効果

当社は人件費が減少したものの広告宣伝費など物件費増、子会社は日本旅行の赤字により減益

などにより下期は好調であったが、上期の減が大きく51億円の減収（△0.9％）。




